
平成３０年８月

　日本赤十字北海道看護大学においては、公的研究費の適正な管理・運営を行うため、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成19年2月15

日及び平成26年2月18日改正文部科学大臣決定）に添って、次のとおり不正防止計画を策定する。なお、本計画は、公的研究費の不正使用の防止のため当面取り組むべき措

置を挙げたものであり、今後、不正を発生させる要因の把握とその検証を進めながら必要な見直しを行うこととする。

 　なお、不正防止計画については、過去の公的研究費の調達内容・調達先等集計・分析した上で、不正発生要因を把握し、具体的な事項（「だれが」「いつまでに」「何をするの

か」）を盛り込む。

●関係者の意識向上

項目 不正を発生させる要因 これまでの取り組み 不正防止計画

関係者の意識向上 補助金等が公的資金であるという意識が 公的研究費が交付された研究代表者には関係ルー CITIJAPANのe-Learningで責任ある研究行為にある「公的研究費の

希薄である。 ルを厳守する旨の誓約書提出を義務付けている。 取扱い」を研究者全員に履修させた。

研究者及び事務職員の行動規範が定めら 本学作成の「科学研究費補助金（事務の手引き）」を

れていない。 配布の他、「研究者等の行動規範」を定めている。

研究倫理教育として「研究費を適切に使用する心得」

と題して研修会を実施した。

責任体系の明確化 公的研究費の責任体系が明確でない。 ガイドラインの改正に伴い「日本赤十字北海道看護 研修会や科研費説明会で説明の実施とホームページに公開

大学公的研究費運営・管理規程」を全面改正し、 するなどして周知徹底を行った。

新責任体制を本学ホームページで公開した。

（平成27年2月より）

●適正な運営・管理の基盤となる環境の整備

項目 不正を発生させる要因 これまでの取り組み 不正防止計画

職務権限の明確化 公的研究費の管理運営体制が不明瞭で ガイドライン改正に伴い責任体制を最高管理責任者、 研修会や科研費説明会の説明を行ったり、ホームページで

ある。 統括管理責任者、コンプライアンス推進責任者と改正し 公開するなどして周知徹底を行った。

その責任と権限を「日本赤十字北海道看護大学公的

研究費運営・管理規程」職務権限を明確にし、平成２７年

２月２日にホームページに公開した。

通報（告発）窓口 学内外から通報（告発）を受ける窓口が 平成26年4月より通報（告発）窓口は総務課に設置し 研修会や科研費説明会及びホームページ上で通報（告発）

ない。 ホームページ上に公開している。 窓口の周知徹底を行った。

相談窓口 公的研究費の使用に関する経理処理 平成26年4月より相談窓口を経理課研究地域連携担当 研修会や科研費説明会及びホームページ上で通報（告発）

等通常の事務処理の相談窓口がない。 に設置しホームページ上に公開している。 窓口の周知徹底を行った。
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項目 不正を発生させる要因 これまでの取り組み 不正防止計画

ルールの明確化・ ルールとその運用の実態が乖離している。 学内における公的研究費の使用に係る事務手続き 研修会や科研費説明会で学内事務処理ルールの説明を

統一化 研究者及び事務担当者の理解不足によ ルールを周知するとともに、本学独自に「科学研究 行い、この時に本学作成の「科学研究費助成事業事務の

る誤った運用。 費助成事業事務の手引き」を作成し教員に周知 手引き」の改訂版を参加者に配布した。

（事務の手引きはホームページの学内専用ページ

にも公開し、随時入手可能としている）している。

平成27年3月に公的研究費不正防止に伴うルールと

実態との乖離チェックを実施した。

情報公開 不正防止に関する取り組みについて外部 現在、公的研究費の運営・管理体制として、最高 不正防止計画等、不正防止に関する最新の情報を本学

に公開されていない。 管理責任者、統括管理責任者、コンプライアンス推進 ホームページ上に更新を行った。

責任者及びその責任と権限、相談窓口および通報

窓口を本学ホームページ上で公開している。

●不正発生要因の把握と不正防止計画の策定・実施

項目 不正を発生させる要因 これまでの取り組み 不正防止計画

不正を発生させる要因 不正を発生させる要因がどこにどのような 今般のガイドライン改正に併せ不正防止計画を見直し不正防止計画の進捗状況から、年に１回8月に更新を

の把握と不正防止計画 形で潜在しているか機関内の状況を把握 平成27年1月に策定した。 行った。

の策定 できていない。

不正防止計画の策定がされていない。

不正防止計画の実施 不正防止計画を推進・実施する部署が 平成26年4月から不正防止計画推進部署を 本学の事務手引きやホームページで不正防止計画推進

定められていない。 経理課に設置している。 部署の周知徹底を行った。

調査及び懲戒に関する 不正使用が疑われる場合の調査及び ガイドライン改正に基づき、新たに「日本赤十字北海道 研修会や科研費説明会で取扱規程の周知を行った。

規程の整備及び運用の 不正が発覚した場合の関係規程が整 看護大学における公的研究費不正に係る調査等に また、ホームページで公開した。

透明化 備されていない。 関する取扱規程」を平成27年1月22日に整備した。

予算執行状況の把握 予算執行状況の把握ができていない。 予算執行状況を把握するために、研究者は「研究 9月と1月に研究者が提出する「研究計画（計画・実施）行程

毎年度末に研究計画に則さない集中的 計画（計画・実施）行程表」を9月と1月に提出すること 表」等で執行状況を確認している。定期的に科研費の交付を

な予算執行が行われている。 としている（平成19年4月より）。 受けている研究者に予算執行状況を収支簿を配布する事で

無理にでも年度内に予算を執行しなけれ また、繰越制度について周知を行った。 知らせている。また、研修会で、繰越制度、調整金制度、

ばならないという意識が強い。 基金制度、研究費未使用について説明し周知を行った。
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項目 不正を発生させる要因 これまでの取り組み 不正防止計画

●不正防止対策

項目 不正を発生させる要因 これまでの取り組み 不正防止計画

発注及び納品・検収 研究者による発注、検収となっている 業者との癒着が生じないよう、発注業務及び納品検 発注及び検収は事務局経理課が実施しており、研究者本人

体制 （当事者以外によるチェックが行われて 収業務は、全て経理課職員が行い、複数の職員に から発注、検収は実施していない。一定の取引実績のある

いない）。 よるチェックを行っている。 業者に本学の公的研究費不正防止対策の方針を説明し、

研究者または事務担当者と業者の癒着。 支出の管理は経理課が行っている。 誓約書を提出させた。

平成29年６月に一定の取引実績のある業者に本学の

不正対策に関する方針を順次説明し、誓約書等の

提出をさせた。

旅費 出張の処理において牽制効果が働いて 出張にあたっては出張予定表を提出、出張終了後は、出張申請時における根拠書類等の確認、出張後の復命書

いない。 就業規則に基づき復命書を提出。 と証拠書類の提出内容を総務課にて１か月以内を目処に

証拠書類の確認が不十分である。 航空機を使用した場合は、航空券の半券を提出 確認している。

するよう義務づけている。（平成18年9月より） 出張申請書及び復命書には、出張目的、内容、研究内容

との関わりが分かる書類を添付させ、打合せ場所、打合せ

日時及び打合せ相手の氏名等の書類、学会の場合はプ

ログラム等を添付させている。

人件費 勤務実態の把握ができていない。 経理課が実施期間、実施形態、勤務場所の確認を 実施時期、内容、勤務場所等について適切かどうか総務課

行っている。 にて確認し、必要に応じて指導、助言を行う。なお、今後

出勤簿には研究者の確認印を必要としている。 研究者からの直接雇用は認めず、総務課通じて行った。

●モニタリングの在り方

項目 不正を発生させる要因 これまでの取り組み 不正防止計画

内部監査体制 内部監査体制が整備されていない。 内部監査部門及びモニタリング部門は総務課 内部監査において、「日本赤十字北海道看護大学内部監査

が担当している。また、「日本赤十字北海道看護大学 マニュアル」に基づいて内部監査を毎年７月頃実施している。

内部監査マニュアル」を新たに整備した。

問題があった場合の 報告及び対策を行う体制が整備されて ガイドラインの改正に基づき「日本赤十字北海道看護 通報で問題が発生したときは、最高管理責任者、総括管理

最高管理責任者への いない。 大学公的研究費管理規程」を全面改正し平成２７年 責任者、コンプライアンス推進責任者へ報告するよう運営

報告及び対策体制 ２月２日に更新した。 体制図に記載している。
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